
１．重要な会計方針

（1）満期保有目的の債券及び子会社株式及び関連株式会社以外の有価証券

　　時価のないもの・・・購入時の取得原価によっています。

（2）固定資産の減価償却の方法

　　建物、ソフトウェア・・・定額法

　　建物附属設備、構築物、什器備品・・・定率法　ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備

　　及び構築物は定額法

　　主な耐用年数

　　　建物　　　　　　　　　  19～50年

　　　建物附属設備　　　  8～18年

　　　構築物　　　　　　　　 8～18年

　　　什器備品　　　　　　　4～20年

　　　ソフトウェア　　　　　　5年（法人内における利用可能期間）

（3）引当金の計上基準

　　賞与引当金　　　 ・・・ 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を

　　　　　　　　　　　　　　　 計上しています。

　　退職給付引当金 ・・・ 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（期末自己都合要

　　　　　　　　　　　　　　　 支給額）に基づき、当期発生していると認められる金額を計上しています。

（4）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

　　可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来

　　する短期投資を含めています。

（5）消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２．特定資産の増減額及びその残高

　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

（単位：円）　

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産 195,436,000 23,327,000 16,421,000 202,342,000

クレーム基金資産 1,196,039,523 588,851,130 574,970,404 1,209,920,249

海外実演家支援基金資産 73,839,975 0 5,205,952 68,634,023

長期預り保証金引当資産 5,067,000 438,000 0 5,505,000

特定補償金資産 70,964,450 0 0 70,964,450

震災復興基金資産 966,886 508,280 0 1,475,166

合計 1,542,313,834 613,124,410 596,597,356 1,558,840,888

財務諸表に対する注記



３．特定資産の財源等の内訳

　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）　

科目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

特定資産

退職給付引当資産 202,342,000 ( 0) ( 0) ( 202,342,000)

クレーム基金資産 1,209,920,249 ( 0) ( 0) ( 1,209,920,249)

海外実演家支援基金資産 68,634,023 ( 0) ( 68,634,023) －

長期預り保証金引当資産 5,505,000 ( 0) ( 0) ( 5,505,000)

特定補償金資産 70,964,450 ( 70,964,450) ( 0) －

震災復興基金資産 1,475,166 ( 1,475,166) ( 0) －

合計 1,558,840,888 ( 72,439,616) ( 68,634,023) ( 1,417,767,249)

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）　

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 124,012,338 36,474,798 87,537,540

建物附属設備 187,935,782 144,294,925 43,640,857

構築物 3,352,151 1,989,241 1,362,910

什器備品 53,294,044 46,802,599 6,491,445

ソフトウェア 605,573,893 552,260,976 53,312,917

合計 974,168,208 781,822,539 192,345,669

５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は次のとおりです。

（単位：円）

現金預金勘定 6,222,919,854 10,567,870,800

現金及び現金同等物 6,222,919,854 10,567,870,800

（2）重要な非資金取引はありません。

６．その他

　　引当金の明細

（単位：円）　

目的使用 その他

賞与引当金 29,713,200 30,257,700 29,713,200 0 30,257,700

退職給付引当金 195,436,000 23,327,000 16,421,000 0 202,342,000

期末残高

前期末 当期末

現金預金勘定

現金及び現金同等物

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額


